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２００１年７月２日 

 

ナローバンクについて 

 

嶋田 健 

 

はじめに 

 ８０年代後半に始まるバブル経済の中、わが国の金融機関はこぞって不動産融資、ノン

バンク融資に傾注し、大幅な資産価格の上昇をもたらした。バブル経済は大きな景気拡大

に結びついたが、その後のバブル崩壊とともに、不動産価格、株価などが大きく下落し、

それらを担保に融資を進めていた多くの金融機関が膨大な不良債権を抱えた。この金融機

関の不良債権問題は、９７年１１月の三洋証券、山一証券、北海道拓殖銀行、徳陽シティ

銀行など大手金融機関の倒産をもってピークに達し、金融不安という状況をもたらした（斉

藤 ２００１）。 

 ２１世紀に入った現在でも、金融機関、特に銀行の不良債権の処理が進んでいない。銀

行の破綻リスクは個別レベルでいまだに解消しておらず、コールなど短期金融市場を通じ

て、１つの銀行の破綻が銀行システム全体へと波及し、国の決済システムが麻痺してしま

う、いわゆるシステミック・リスクの発生が懸念されている。もっとも、批判があるもの

の、現在のところ、わが国では、政府や中央銀行により破綻銀行の預金の全額保護が徹底

されていることもあって、預金の取付騒ぎが顕在化することはなかった。 

しかし、金融のグローバル化が進み、国際競争力のある銀行の必要性が叫ばれていると

ともに、透明かつ公正な金融市場の育成も期待されている。この中で、政府や中央銀行の

資金が、預金保険機構等を通じて特定の銀行の救済へと投入されることには、不公正さが

つきまとう上、銀行経営のモラル・ハザードを生み、銀行の競争力維持のうえでマイナス

となることも指摘されている。つまり、救うべきは銀行ではなく、決済システムであると

いう論調である。 

 ここでは、決済システムの安定性を維持する上で求められるシステムとは何か、限定さ

れた銀行、ナローバンクを中心に論じる。 

 

１．ナローバンクの設立経緯 

ａ．２つのシカゴ・プラン 

 １９２９年に始まる米国の大恐慌は、各国の工業化が進み、経済力が増した中で起こっ

たものであり、規模、期間ともに世界経済に与えた影響は大きい。その後、ケインズ主義

の影響下で国民経済に占める政府支出のウエイトが次第に高まり、経済の変動幅は縮小し

ており、大恐慌のような事態は影を潜めている。もっとも、大恐慌当時の米国では、銀行

の連鎖倒産などが景気後退を深めたなどの指摘もあり、グラス・スティーガル法、州際規
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制など、その後の銀行システムの基礎をつくった様々規制が打ち出された。 

 この中で、安定した銀行システムの確立を目指した２つのシカゴ・プランが提唱され（千

田 １９９８）、１００％準備貨幣論の概念が具体的に取り上げられた。まず、１９３３年

３月の提案は、政府が連邦準備銀行の事実上の所有者、管理者となること、連邦準備銀行

が加盟銀行の預金の安全性を保証すること、要求払いの資金を受け入れる銀行は、同額の

現金もしくは連邦準備預金の保有を義務づけること、貸付は、貯蓄性預金などを原資に貸

付会社が行い、要求払い預金は受け入れないことなどに特徴づけられる。１１月には、さ

らに修正案が出され、金融機関を預金銀行と投資信託銀行の２種類の銀行1に分割するなど

詳しい説明が加えられた。 

ｂ．マネタリストと１００％準備貨幣論 

 シカゴ大学のミリトン・フリードマンは、マネーサプライのコントラビリティの重要性

を主張するマネタリストの中心人物である。マネタリストの主要なテーマには、名目ＧＤ

Ｐの変動は主にマネーサプライの変動により説明できること、安定した経済成長に必要と

されるマネーサプライを一定割合で増加させる、いわゆるｋ％ルールなどがある（吉川 １

９８５）。 

 彼らの主張には、政策当局によるマネーサプライのコントラビリティが重要な位置づけ

となっており、１００％準備貨幣論はこの有効な手段であると考えられた。つまり、民間

銀行による信用創造の大きな変動を制御することで、インフレやデフレを抑制できるとい

うことが根拠となっている。この関係の中で、具体的には、要求払いや小切手の振出しが

                                                 
1 以下、小論では、決済業務を主として担う銀行をナローバンク、金融仲介業務を主として
担う銀行を金融仲介銀行と用語の使い分けをする。 

図１　名目ＧＤＰに対する負債割合の推移
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できる預金を受け入れる銀行は、預金と同額の手元現金もしくは連邦準備預金の保有を義

務づけることを提唱している。もっとも、当時の米国では、銀行システムは比較的安定

しており、決済システムの安全性よりも、実体経済に対してマネーサプライを如何に制御

するかにウエイトが置かれた議論であった。 

 注目されるのは、昨今の米国では、名目ＧＤＰに対するマネーサプライの割合が、長期

トレンドを上回るペースで上昇しており、わが国のバブル経済を彷彿させる状況となって

いる（図１）。バブルではなく、ニューエコノミーが米国の経済の原動力となっている議論

もあり、単純には比較できないが、わが国のバブル経済と同様、フロー経済に対するマネ

ーの過度な積み上がりは経済の不安定要因となるため、一定の制御を行う何らかの銀行シ

ステムが必要であるのも事実である。 

ｃ．ナローバンクの登場 

 その後、１００％準備通貨論の概念が再び注目されるのは、８０年代に入ってから銀行

システムが不安定化する時代となる。この時、マネーマーケットセンターの大銀行は、３

つのＬ、つまり土地（Ｌａｎｄ）、発展途上国（ＬＤＣ）、レバレジッド・バイ・アウト（Ｌ

ＢＯ）向けの貸付が焦げ付き、膨大な不良債権を抱えていた（松本 １９９９）。また、金

融自由化が進行する中で、市場の歪みから生じた利ざやの縮小などを原因として多数のＳ

＆Ｌ（貯蓄貸付組合）が破綻へと追い込まれた（図２、３）。米国の８０年代後半は、景気

後退時期と重なっており、わが国とは対照的に、米国経済は停滞というイメージが強い。

しかし、米銀による徹底的なリストラはもちろんのこと、銀行システムの再建には、ＲＴ

Ｃ等を通じて、多額の財政資金が直接投入され、金融システムの安定性回復が図られた結

果、９０年代という飛躍の１０年を生む基礎づくりにつながった。 

図２　銀行の破綻状況
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多数の銀行倒産に見舞われている最中の１９８７年、米ブルッキングス研究所のライタ

ンによりナローバンクについて初めての提案がなされた。その後、１９９１年には、カリ

フォルニア大学バークレイ校のピアス、マッキンゼーのブライアン2などにより同種の銀行

の設立などが提案された（小早川、中村 ２０００）。 

 わが国でも、バブル崩壊以降、銀行の不良債権問題が顕在化しており、決済システムの

安全性維持のため、高木（１９９７）等によりナローバンクの有効性が提示されている。

また、わが国の特徴である、肥大化する公的金融機関の今後のあり方として、郵便貯金の

預入金額を順次引き下げ、将来的にナローバンク化させるという議論もある（翁 ２００

１）。 

 

２．ナローバンクの必要性 

ａ．異なるナローバンクの定義 

 ナローバンクとは、基本的に、要求払い預金で資金を調達する一方で、資金の運用は国

債（特にＴＢなど短期国債）や高格付けのＣＰなど安全性の高い金融資産に限定される銀

行を指す。これと対をなす貯蓄性預金や金融債により資金を調達する金融仲介銀行3は、通

常の貸付業務を行うこととなる。もっとも、ナローバンクの細部については、提唱者によ

り若干の違いがある（小早川、中村 ２０００）。比較的安全性の高い個人や中小企業への

                                                 
2 ブライアンによる提案はコア・バンク論と称される。 
3 ライタンは貸付子会社、ピアスは金融サービス会社、ブライアンは貸付子会社、高木は資
産運用銀行等、提案者により呼称は異なる。 

図３　Ｓ＆Ｌの破綻状況
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金融仲介業務を認めたもの、子会社形式で決済業務と金融仲介業務を併存できるとしたも

の、銀行施設や人員の共同利用を認めたものなどがある。 

ｂ．守るべきは決済システム 

 金融不安の状況下で、ナローバンクが注目されているのは、決済システムの安全性を如

何に確保するかが、今後の国民経済の安定的な発展に不可欠であるからである。つまり、

決済業務と金融仲介業務が併存している現在の一般的な銀行システムでは、不良債権など

金融仲介業務で発生した過剰なリスクの発生が決済システムの不安定性に直接結びついて

しまう恐れがあるからである。この背景には、守るべきは、決済システムであって、個々

の銀行ではないという認識があり、銀行から決済システムそのものを分離したナローバン

クは有効な政策手段の一つであるといえよう。 

もっとも、既存の銀行システムでも、銀行の店舗設備、人材、コンピューターシステム

など、決済業務と金融仲介業務が併存した方が、資源の有効利用という側面では効率的で

あると考えられる。しかし、コンピューターシステムの高速化、投機資金の拡大、デリバ

ティブなど高度な金融商品の登場により、市場は複雑さを増しており、銀行システムが内

包する潜在的な不安定性が拡大しており、決済リスク、特にシステミック・リスクの拡大

を防止する手段が必要とされている。これは、アジア、ロシアなどで連鎖的に発生した通

貨危機などが物語っており、通貨危機に関連して、外為決済リスクが、ＢＩＳ（国際決済

銀行）や中央銀行などで主要な課題となっているのは（中島、宿輪 ２０００）、昨今、国

際的な資金移動の活発化により、この部門における決済リスクが大きくなっているからで

ある。 

ｃ．モラル・ハザード防止 

 現在、各国の銀行システムには、１つの銀行の破綻が、銀行システム全体の危機へと波

及させないために、預金保険機構や中央銀行による最後の貸し手機能などセーフティーネ

ットを制度的に組み込んでいるのが一般的である。市場主義、徹底した自己責任を追及し

ている米国でも同様であり、依然として預金保険機構（米国ではＦＤＩＣ）などが機能し

ている。 

 確かに、セーフティーネットは、銀行システムのシステミック・リスクを回避する上で

有効な手段である反面、銀行のモラル・ハザードを生んでしまう恐れがある。バブル崩壊

後の銀行の不良債権問題でも、経営者責任が強く求められているが、この背景には、銀行

経営者のモラル・ハザードが、不良債権問題の原因の一つとなっているという指摘がある

からである。金融分野以外でも、失業保険や生活保護などでも同様のモラル・ハザードが

みられるケースがあり、安易なセーフティーネットの制度化は社会的にマイナスへ作用す

る。 

 一方、ナローバンクは、セーフティーネットを基本的に必要としない点で優れている。

決済業務に限定されたナローバンクは、資産運用の対象が安全性の高いものに限定されて

いるため、急な預金の引き出しがあったとしても、流動性リスク、デフォルト・リスクは
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なく、預金の払い戻しの原資がショートしてしまう可能性は極めて低いからである。一方

で、金融仲介銀行は、決済システムの外部に置かれ、システミック・リスクの発生源とな

ることがないため、預金保険の対象外されている。これは、高収益の金融商品への投資は、

投資家自身の自己責任であり、もし、リスクを嫌うのならば、リスクの低い、ナローバン

クへ預金を預ければよいことを意味しており、預金者のモラル・ハザードも防ぐことがで

きる。 

ｄ．検査コストの削減 

 ２０００年７月、金融庁は５００人の検査官でスタートした。金融行政が、事前的規制

から事後的規制へと比重を移している中、わが国の検査体制は決して十分なものではなく、

今後、一層進むであろう金融のグローバル化の中で、検査官数の増加、質の向上などの取

り組まなければならない課題が山積している。 

しかし、わが国の財政状況は極めて厳しく、将来的には金融検査分野で十分な予算が獲

得できない事態も考えられる。ナローバンクには、デフォルト・リスクがなく、かつ、金

融仲介業務があくまで自己責任で営まれるということを前提にすれば、金融検査自体を削

減することが可能である。監督官庁の限られた予算、人員という状況で、銀行システムの

安全性を維持するには、ナローバンクの場合の方が効率的であるという見方もできる。 

 

３．ナローバンクの収益環境と参入方式 

ａ．金利水準により異なる収益環境 

上述で示したように、既存の銀行システムと比べて、ナローバンクには、種々の有利な

点がみられる。しかし、国営化を選択する場合を除き、決済業務のみを行う銀行も、やは

り民間企業であることには本質的にかわりなく、十分な収益機会がなければ、存続するこ

とはできない。Ｍ．フリードマンは、預金者に手数料などを課した場合、経済に必要とす

る貨幣水準から実際の貨幣水準が乖離する可能性を指摘しており、政府証券の保有などか

ら得られる連邦準備銀行の収入をナローバンクに還元することを主張している（千田 １

９９８）。 

ナローバンクは、投資対象を短期国債や高格付けＣＰなどに安全性の高いものに限定さ

れている。確かに流動性リスク、デフォルト・リスクが回避できる一方で、流動性の放棄、

もしくは安全性の対価である、収益性がどうしても犠牲となってしまう。事務コストを考

慮した場合、預金者へ十分な利息を支払うことができないことも考えられる。これに対し

て、金融仲介銀行は、基本的には、その投資対象に制限がないため、その時々において、

リスクとのバランスを考慮しながら、最適のポートフォリオを組むことができる。つまり、

国債や株式、貸付などの多様な投資機会があるため、期待収益を最大化するか、もしくは

期待損失を最小化するよう運用資産の組み合わせを調整すればよい。 

特に、低金利時には、銀行のコストは、資金の調達コストよりも、事務コストの方が相
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対的に大きくなるため、ナローバンクと比べて、金融仲介銀行の方が収益面で有利となる4。

逆に、高金利時には、金融仲介銀行が収益面で相対的に不利となるため、貸付などにおい

て高い収益の得られる事業のみに資金を投入する誘因を増幅させ、将来的に不良債権を増

大させる原因となる恐れがある。ナローバンクの設立に当たっては、金利の変動に伴って

生じる金融仲介銀行との収益面でのバランスを考慮する必要がある。 

ｂ．安定した収益環境の確立 

わが国の銀行の収益は、依然として金利収入に大きく依存している。全国銀行１３４行

ベースの役務取引等利益は１兆２２９１億円であり、経常収益に対する割合は７．９９％

となっている5。一方、手数料収入への依存度が高いとされる米国の銀行6では、非金利収入

（Noninternest Income）は６２４億ドルで、営業収益（Operation Revenue）に対する割

合は４４．５％に達する（Radecki １９９９）。手数料収入や分母である収益の定義に差が

あるものの、従来から手数料収入への比重を高めていた米国の銀行では、手数料収入が大

きな収入源となっている。 

金利収入の割合が高いわが国の銀行では、金利収入から手数料収入へと比重を高めてい

るものの、依然として低い水準にとどまっている。ナローバンクが存続するには、短期国

債や高格付けＣＰなどの金融資産からの利子収入だけではなく、決済業務に関する手数料

収入から十分な収益が確保できる体質への変革が必要である。 

そのため、口座管理手数料などを基本に、各種手数料が徴収できる環境づくりを進める

必要があり、それがナローバンクの存続条件であるとともに、既存の銀行が収益性を高め、

いち早く不良債権問題の呪縛から離れられる必要条件でもある。 

ｃ．ナローバンクは単体ではなく 

 昨今、ソニーやトヨタ自動車など異業種からの金融分野への参入が目立っており（眞壁 

２００１）、金融業界における競争を促進すること、高い国際競争力を維持しているわが国

のメーカーのノウハウや人材が金融業にかかわることなどプラス面が期待される。特に、

小売り大手のイトーヨーカ堂が中心となって設立されたＩＹバンクは、決済業務に限定し

ていることから、まさにナローバンクに該当し、ナローバンクが機能するに当たって今後

の動向が注目される。 

 将来的に、わが国の決済システムを守る方法としてナローバンクが選択されたのならば、

既存の銀行から、どのようにしてナローバンクを設立するかが重要な課題となる。異業種

からの新規参入は、ノウハウ取得の面で若干のハンディがあるものの、人材の流動化が進

み、人材確保のコストが以前と比べて低くなっている上、インターネットの普及は支店網

がない銀行でも十分な収益をあげられる可能性を高めている。一方、子会社でのナローバ

                                                 
4 後述のＩＹバンクは、コンビニとの兼営であるからこそ成り立つ銀行であり、銀行業務で
収益を確保するよりも、コンビニの競争力アップが設立の目的であることが考えられる。 
5 ２００１年３月期決算、『金融ジャーナル２００１年７月号』。 
6 １９９６年決算、銀行持ち株会社上位２５社。 
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ンクの設立が認められないならば、既存の銀行がナローバンクに参入するには、金融仲介

業務を他の銀行に売却しなければならない。従って、社会的コストを引き下げ、決済業務

の需要に対して供給不足という事態を回避するためにも、金融持ち株会社、つまり子会社

方式やユニバーサルバンクでのナローバンクの参入が求めらよう。 

 かつてイギリスで設立された第一勧業銀行のデリバティブの子会社がトリプルＡの格付

けを得たように、親会社が低い格付けであっても、子会社の格付けだけを高めることは可

能である。そのため、徹底した勘定の分離、チャイニーズウォールの設置などが条件とな

るものの、既存の銀行でもナローバンクの設立は認められるであろう。 

 

 

４．ナローバンクの問題点 

 確かに、ナローバンクは、決済システムの安全性を高める上で優れた提案であるが、既

存の銀行に大幅な組織改革を必要とするなどマイナス面が指摘される。ここでは、ナロー

バンクの問題点について簡潔に述べる。 

ａ．低コストである業務の併存 

 多額の不良債権を抱えている既存の銀行では、収益性を高め、不良債権を円滑に償却す

るため、人員削減、店舗の統廃合を急ピッチに進めている。もっとも、全ての店舗がなく

なるのではなく、通常、適正水準にまで店舗数が減少し、その後は安定的に推移するもの

と考えられる。従って、依然として店舗網を主体とした銀行業務は基本であり、支店を効

率的に利用するには、決済業務、金融仲介業務の両業務が同じ店舗で展開された方が効率

的である。ナローバンクの提案では、高木（１９９７）でも店舗の共用を認めている。 

また、個々の企業別に要求払い預金の動きをチェックすることは、企業の財務体質を把

握することに役立つなど、決済業務と金融仲介業務の併存は、店舗当たりの事務コストを

低下させるばかりでなく、情報を有機的に結びつけることで、個々の銀行ベースでプラス

に作用する。 

ｂ．イノベーションによるリスクの克服 

ナローバンクの設立は、決済システムの金融仲介業務から分離することで、決済システ

ムの安全性を高めることを目的としている。しかし、決済システムが分離されていない既

存の銀行システムでも、決済リスクを皆無にすることはできないにしろ、軽減することは

可能であり、ＲＴＧＳ（即時グロス決済システム）は、その実現に向けた具体的なシステ

ムである（中島、宿輪 ２０００）。 

時点でのネット決済と比べて、ＲＴＧＳは、必要とする流動性が増加する、事務負担が

大きくなるなどのデメリットがあるものの、決済リスクは確実に縮小できる。ＲＴＧＳは、

決済システムがナローバンクに主に依存している場合、必要とならなかったシステムであ

るかもしれない。つまり、決済業務と金融仲介業務が併存し、決済リスクが恒常的に問題

となっているからこそ考案されたシステムであり、銀行システムの中での一種のイノベー
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ションであるともいえる。決済システムの安全性を優先し、ナローバンクの設立を進めれ

ば、一定の成果を得ることができよう。しかし、混沌とした状況であるからこそ、新たな

イノベーションが期待できる。従って、戦後の護送船団方式でみられたように、決済シス

テムの安全性のみを追求するのではなく、安全性と発展性の間でバランスのとれたシステ

ムづくりが求められる。 

ｃ．郵便貯金のナローバンク化には問題 

郵便貯金のオーバープレゼンスが指摘されており、この中で預入金額を引き下げ、郵便

貯金をナローバンク化する議論がある（翁 ２００１）。そもそも郵便貯金は国民の貯蓄を

増進させる目的で設立された金融機関であり、決済業務のみの金融機関へと移行させるこ

とは、本末転倒の議論である。これは、郵便貯金では、全預貯金に占める貯蓄性の預金の

割合が、民間の銀行よりも高く、定額貯金などを全て要求払いの貯金へと預けかえること

は、非現実的であり、社会的コストが余りに大きいことからも示される（図４）。もっとも、

運用面に着目し、郵便貯金が既に多額の国債を保有しているという現状を考慮すれば、移

行コストは低いとされるが、民間の銀行も国債への投資比率を高めており、この点におい

ても郵便貯金のナローバンク化については限界があろう。公社化はすでに決定されている

ため、ナローバンク論を含めて郵便貯金のあり方には徹底的な議論が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

 銀行の不良債権問題はいまだに処理が完了せず、新政権下で銀行の不良債権問題が主要

課題の一つとなるなど、今後の銀行システムのあり方を考える上で、ナローバンク提案は、

多岐にわたり、重要なインプリケーションを我々に示唆してくれる。今後、急速に改革が

図４　定期性預貯金の割合
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信託銀行を除く全国銀行 郵便貯金
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資料：総務省郵政事業庁 『郵政行政統計データ』
　　　　日本銀行 『金融・経済データ２００１』
注：全国銀行は２０００年１２月末、郵便貯金は１９９８年３月末。
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進められ、ハードランディングが予想される中で、決済システムを如何に守るか課題とな

っており、まさに、これからの話題を提供している。しかし、ナローバンクの設立に当た

っては、銀行システムの改革もさることながら、一般論としても、わが国の銀行が金利収

入依存からいち早く脱却し、今後、手数料収入の比重を高めていくことが求められている。

これが、銀行の収益基盤を安定させ、バブル経済時に生じたような銀行間の貸付競争を抑

制し、銀行システムを安定化させる有力な手段となる。問題の本質は、ナローバンクの設

立ではなく、現時点における銀行の収益構造でもある。 

１０年をたった現在でも、バブル経済が与えた負の遺産を、わが国は依然として抱えて

いることを踏まえれば、バブルのインパクトが如何に大きかったかを物語っている。従っ

て、ナローバンクが、銀行システムの不安定化の中で誕生し、発展してきたものであるが、

もう一つの目的、つまりマネーサプライに対するコントラビリティーの向上についても期

待される機能である。米国では、経済のソフトランディングを実現しようと、金融政策の

微調整が繰り返されている。現段階では判断は難しいが、米国でも、わが国と同様のバブ

ルが発生しているという指摘もある。フローに対してストックであるマネーは積み上がり

やすく、どうしても経済の不安定化要因となりやすい。その後のダメージを考慮すれば、

金融政策に過度に依存するのではなく、安定的な収入に依存した銀行やナローバンクなど

バブルが発生しにくい経済・金融システムを事前に構築することが重要な課題である。 
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